
ラーメン用小麦の育成・普及・知財の活用と異業種との連携（福岡県） 

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 

• ラーメン食文化が発達した福岡県においても、原料小麦のほぼ全量が外国産であったこと
から、H16年に県試験場でラーメン用小麦の育種を開始。 

• 製粉企業が品種開発協議会に参加し需要サイドのニーズを反映した品種を選抜。 
• H22年「ちくしW2号」を品種登録。公募により決定した名称「ラー麦」を商標登録。 
• 関係者が一体となってラー麦普及に取り組む目的で、県は、JA、製粉企業、ラーメン店等

による「ラーメン用小麦普及促進戦略会議」を立ち上げ。 
• ラー麦の作付面積は880ha、生産量は2,600トンにまで増加。 

• 今後、県内2,500ラーメン店の過半への普及を目指す他、県外海外への進出も検討。 
  

  ② ≪特徴的な取組≫ 
• 県が名称・ロゴマークを商標登録し、ラー麦を使ったラーメンにのみ使用許可。 
• 観光資源である「屋台」と連携するため、サンプル麺を無償提供し普及促進。 
• ラーメン適性（タンパク含量12％）のある小麦を生産するには肥培管理が重要。全農県本部では 

     製粉企業から分析データの提供を受け、JAでは生産者全員のデータを部会内で公表し全体の 
      レベルアップを図るなど、生産サイドが実需のニーズに応えて品質向上に取組む。 

 

   ２ 発見した現場の宝  
  【新品種の開発と商標権によるブランド価値の向上】 
    ・ 福岡の食文化に合う新品種の開発、普及組織やJAや実需者が一体となった品質向上のための 
     技術指導、県による商標登録など、県独自の取組による、ブランド価値の向上。 

【日本食文化の普及】 【地域農業の革新等のための新品種の導入・普及体制の強化】 
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１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
 ・安代りんどうは、生産者(一般社団法人Ｂ)と市が一体となって育種事業を展開。県の普

及組織とも連携しながら、国内有数のりんどう産地(販売額は11億円で全国１位)とな
り、オランダ等へも輸出。 

 ・平成17年、生産者と市がニュージーランドの会社と合同で育種会社を設立し、共同 

  で品種の開発を実施。 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 ・市が品種育成のための研究組織を設立。この研究運営資金は、生産者と市が負担し、 

 知財戦略を策定した上で、知財は市が適切に管理し、現在、ＥＵ圏で保護。今後、 
 アジア圏での保護も検討。 

 ・平成24年には、世界初の「赤色りんどう」の育種に成功(現在、品種登録申請を準備中)。 

 ・輸出にあたっては、海外でのマーケット調査、バイヤーとの意見交換等を実施し、 
  生産者と行政が一体となって販売・輸出戦略を策定。 
 ・ニュージーランドに加え、チリでも契約栽培し、北半球の端境期に国内外の市場 

  に供給(キウイのゼスプリのようにグローバル農業を展開)。 

知財保護とナショナルブランドを両立し、グローバル農業を実践（安代りんどう）
（岩手県Ａ市） 

【地域農業の革新等のための新品種等の導入】【農林水産物の輸出促進】【知的財産の活用】 

ニュージーランドとの 
合同育種により開発された 

「赤色りんどう」 

２ 発見した現場の宝【生産者、市等の一体となった取組】 
 ・生産者と行政が一体となって生産・輸出戦略を策定。 
 ・生産者と行政が、共同で、輸出国の需要を把握した上で新品種を開発。開発された知財は行政が適切 

  に管理し、知財保護国もアジア圏を中心に増やしていくことを検討。 
 ・開発品種を国内外市場に供給することで、ロイヤリティも回収。 
 ・ニュージーランド等での契約栽培により通年供給が可能となるグローバル農業を実践。 

あ  しろ 
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１ 概要 
① ≪概要・データ≫ 
・県は｢いよかん｣の次世代品種として、高糖度・多汁で果肉が柔らかく、12月に出

荷可能な｢愛媛果試第28号｣を育成し、平成17年に品種登録(栽培面積76ha(24年))。 
・全農えひめは、果実を｢紅まどんな｣として平成19年に商標登録。県と出荷団体の
連携によりブランド化戦略を策定し、主にお歳暮等の贈答用としてブランド展開。 

・24年産の卸売価格は812円/kg(｢いよかん｣の4倍)となり､農家の収益性向上に貢献。 
 
② ≪特徴的な取組≫ 

・県オリジナル品種として、育成者権と商標権を組み合わせた知的財産保護を実践。 
・栽培を県内に限定するとともに､県とJAで利用許諾契約を締結し､種苗流出を防止。 
・｢紅まどんな｣の使用許諾は、糖度やサイズ等の品質基準を満たした県内JAに限定。 

・高品質果実の安定出荷体制構築のため､糖度･酸度･傷果を検出する光センサーに
加え､コンピュータ制御の緻密な動作で､果実の打撲衝撃を軽減する選果機を導入｡ 

高品質果実のブランド化戦略の推進と適切な知財保護の実践（愛媛県Ａ市） 

               【米、畜産・酪農、果樹・野菜など品目別の取組】 【強い農業づくり交付金等の重点的推進】  

【農業の生産性向上・競争力強化】           【地域農業の革新等のための新品種の導入・普及体制の強化】  

傾動式秤量機      
(衝撃を軽減した選果機） 

２ 発見した現場の宝 
 【研究機関、普及組織、JAの連携による栽培管理技術のマニュアル化】 
・品質確保には、生育段階ごとの水管理や、雨よけ栽培による果皮の障害発生防止など、きめ細かな栽培管理

が重要なため、マニュアル化により産地の技術水準を向上。 

光センサーによる 
品質評価 

愛媛果試第28号 
(紅まどんな) 
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種子島特産「安納いも」の地域ブランド化 （鹿児島県）  

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・鹿児島県で栽培されていた品種を県試験場が選抜、平成10年「安納紅」等を 
   品種登録。銀座の百貨店で焼き芋として高く売られたこと等を契機に、平成 
   20年前後から全国に名が知られ、生産が急拡大（作付面積：～H18 約100ha→ 
   H20 約300ha→H22 約500ha）。 
  ・関係者、県及び市町村が一体となった「安納いもブランド推進本部」を設立 
  （平成22年７月。島内の生産者及び加工販売業者が会員）。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 

・生産急拡大に伴う品質ばらつきによるブランドイメージの低下防止を図るため、
普及指導員等によるサポートを得ながら統一的な品質基準による出荷体制を確立。
（ブリックス値（甘さの指標）や安全・安心確保に向けた「かごしまの農林水産
物認証制度(K-GAP)」の認証取得等を取り入れた品質基準を設定し、糖度検査を
クリアしたもののみにブランド品としての認証シールを発行。） 

  ・県試験場、JA、地元高校、民間企業が連携して優良系統ウイルスフリー苗の供給
体制を整備。 

＜安納いも＞ 

【地域農業の革新等のための新技術・新品種・新手法等の導入・普及体制の強化】  

あんのう 

＜認証シール＞ 

２ 発見した現場の宝 
・JA、県・市町村、民間企業が一体となった生産安定化・高品質化推進体制が機能 
・安納いも品種である「安納紅」等の育成者権が25年10月に期限切れとなることか
ら、期限切れ後のブランド維持・普及策が検討課題。 
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需要増加分野における新技術の導入によるバリューチェーンの構築（宮崎県Ａ市） 

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・口蹄疫復興及び葉たばこの転換対策として、需要が増加している冷凍野菜の新

たなバリューチェーンを構築（需要増加分野への攻めの参入）。 
  ・平成23年に、九州最大規模の冷凍野菜工場（面積：６千ｍ2、雇用者数：130

名）をバリューチェーンの核として整備（地域雇用も確保）。 

  ・生鮮用を加工用として出荷する産地が多い中で、全国有数の大規模加工ほうれ
んそう専用産地を形成（平成22年：０ha→24年：180ha）。 

 

 ② ≪特徴的な取組≫ 
   ・種苗メーカーや県試験場と連携し、加工適性のある品種の選定とその栽培方法

（40cm程度の草丈になる等）を確立。 

  ・生鮮野菜では不可能な大規模機械化一貫体系（作業効率が手作業の40倍の大型
収穫機など）の導入と大型コンテナの活用により、大規模省力化生産を実現。 

  ・当該工場では、大規模法人と生産契約を締結するほか、小規模農家にはＪＡ出

資法人による作業受託体制を整備し、地域営農の中核的存在として位置づけ。 

【農業の生産性・競争力強化】【地域農業の革新等のための新技術の導入】  

２ 発見した現場の宝  
 ・生産出荷団体が、生産者と実需者を結ぶ中間事業者兼一次加工業者に発展し、食品・外食業者との新たな 
   バリューチェーンを構築。 
 ・大規模省力化生産による安定的な所得確保が可能となり、地域の雇用の場も実現。 

一斉収穫を可能とした収穫機 

加工用に栽培したほうれんそう 

40cm 
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１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・ 高齢化に悩むレタス産地が、地域全体への新技術・新品種の導入により再生。 
  ・ 単なる技術導入に留まらず、分業化や法人化、若手農業者の就農を推進し、新

技術の導入・普及を軸とした産地の構造改革を実現（40歳以下の担い手40名と８
農業法人で産地の約６割をカバー）。 

  
② ≪特徴的な取組≫ 
  ・ 県の普及組織が民間企業や実需者等との連携をコーディネートし、レタス選別

システムを開発・実用化する等、現場で使える技術が導入・普及。 

【地域農業の革新等のための新技術・新品種・新手法等の導入・普及体制の強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・ ＪＡの戦略に基づき、一定の栽培方法をクリアしたものについて｢らりるれレタス｣
の商標を獲得。 

 ・ 県・民間企業・ＪＡ等の一体型プロジェクトにより、新品種・技術が急速に拡大。 

レタス産地の構造改革と担い手の育成 香川県Ａ市 

収穫圃場 

非破壊品質測定装置 
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１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・Ｂ株式会社（米卸業者）は、産地と連携し、輸出用米（1,000㌧程 
   度）を集荷し、海外の日本食材会社に販売。 
  ・無菌包装米飯を製造・販売する会社を北陸の米産地（富山県Ｃ町） 
   に設立。 
   同地で年間4,000万食を製造し、国内及び海外へ販売。（海外へ販売す  
   る無菌包装米飯は、輸出用米扱いとなる） 
  ・需要に応じた加工用米の生産を行うため、団地形成に向けた取組みを 
   推進するとともに、地域における人・農地プランの作成を後押し。 
    （兵庫県Ｄ市） 
② ≪特徴的な取組≫ 

   ・輸出事業や無菌包装米飯事業など経営の多角化に取り組むとともに、 
      主食用、加工原材料用等、多様な需要に対して安定供給するため、 
      県・市・ＪＡ等と協力し、自ら産地において取組を進めている。 
    

（写真） 

【精米・無菌包装米飯の輸出】【加工用米団地形成に向けた取組】 

産地と結びついたコメビジネスの多角的・グローバルな展開 兵庫県Ａ市 

２ 発見した現場の宝 
 ・Ｂ株式会社では、相手先国の嗜好やニーズ等を把握、需要に見合った商品を戦略的に輸出。 
       （例：ＥＵは包装米飯、その他は精米など） 
  ・産地においては、輸出用に生産する米の販売が複数年にわたり確約される等のため、生産意欲が 

   増進する等、地域活性化に繋げている。 
 

【無菌包装米飯工場の外観】 

【加工用米団地予定地】 
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Ａ村の資源循環体系 

環境に配慮した栽培を消費者に 
ＰＲするチラシ 

果樹産地における環境保全型農業の取組 長野県Ａ村 

 １ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・村内の生ゴミ、キノコ農家の廃オガ粉及び家畜ふん尿を堆肥化し

て農地に還元する「資源循環型農業」の取り組みを昭和58年から
実施。 

  ・平成３年から村をあげてフェロモン剤を導入し減農薬栽培の実施。 
  ・環境保全型農業を推進する中で「よりクリーンで安全なりんご」

をスローガンに掲げ平成５年にリンゴ部会を設立。 
  ・部会員数216名、栽培面積は約92ha（平成24年９月現在）。 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
  ・非農家の増加により深刻化した生ゴミの処理問題を解決するため、

堆肥化施設を設置し、良質な堆肥を供給する体制を構築しつつ、
部会全員にエコファーマーを取得させるなどにより、環境に配慮
したリンゴ栽培を実施していることを消費者へアピール。 

【集落共同体又は農業者による農地維持等の資源保全・管理活動】  

２ 発見した現場の宝 
 ・資源の再利用による良質な有機肥料を活用した土づくりや減農薬

栽培の取組によるオリジナルブランドとして販売。また、青果だ
けではなく、規格外品等を有効活用した「ワイン」等の加工品を
製造し、６次産業化によるブランド力を強化。 

 ・一般化に向けては、地域の環境問題の解決に向けて、非農家との
結びつきの強化や特別な農業生産活動の普及促進が課題。 
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 ① ≪概要・データ≫ 

・再生可能エネルギーである木質バ
イオマス資源の利活用により、省
エネによるコスト低減のみならず、
CO2を排出しない循環型社会の構
築にも寄与。 

  

【農村の地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入】  

２ 発見した現場の宝（木質ペレット供給側と利用側の連携） 
 ・Ｂ地域の温室メロン農家（8戸）が木質燃料利用組合を設立し、116aの温
室に木質ペレット温水ボイラーを導入。木質ペレットは木質バイオマス事業
組合から、フレコンで安定的に供給。 

 ・ これにより、燃油価格に影響されない経営の実現とともに、国内クレジット
制度を活用したCO2排出削減事業にも取り組み。 
・一般化に向けては、ペレットの安定供給体制が課題。 

木質バイオマス資源の有効活用の取組（静岡県Ａ市ほか） 

木質バイオマス資源（木質ペレット）の利活用 

木質ペレット加温機導入により、
良質なメロンを生産（CO2も削減） 

静岡県Ｂ地域における取組の概要 

Ｃバイオマス事業組合 

② ≪特徴的な取組≫ 
・地域の多様な主体が連携し、木質バイオマス資源の供給と利活用を
一体的に推進。 

１ 概要（木質バイオマス資源の有効活用） 
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地域ぐるみの鳥獣被害対策の取組 山口県Ａ市 

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 

  ・Ｂ地区では、25年前からサルによる果樹（カキ・クリ）や野菜への
被害が発生。5年前からは、麦や水稲にも被害が拡大。 

  ・地域ぐるみの総合的な対策により、Ｂ地区が属する旧Ａ市ではサル
による農作物被害が減少（H16年度：3,000千円→H21年度：300千円
と約9割減） 

 ② ≪特徴的な取組≫ 

  ・サルに発信機を付けた接近警報システム、花火やガーディングドッ
グを使った追い払い、放棄果樹の収穫・剪定、侵入防止柵の設置、
「さる被害防止見回り隊」による地区住民への情報提供等、様々な
対策を組み合わせて実施 

  ・また、農地と山林の間にある耕作放棄地に牛を放牧し、イノシシや
サルの侵入を抑制。 

（写真） 

【農地集積の推進・耕作放棄地の解消】 

２ 発見した現場の宝 
 【Ｂ地区鳥獣被害対策協議会】 
  ・被害軽減に繋がらなかった被害農家のみによる駆除活動を見直し、

科学的な知見に基づく有効な追い払い対策の組み合わせにより、地
区住民が一体となって被害対策を実施。 
・一般化に向けては、地域ぐるみで活動を行うことができる人材育
成確保が課題。 
 

(さる被害防止見回り隊出発式) 

(牛放牧の緩衝帯管理） 
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実需者ニーズを重視した新規産地の育成 岩手県Ａ市 

１ 概要 

 ① ≪概要・データ≫ 

・集落営農組織を法人化。経営面積は90ha。10年間で約３倍に拡大。 

・大豆、水稲に地域特産のさといもを組み込んだ輪作体系を構築。 

・新技術の導入により、県平均の２倍の高単収（275kg/10a）を実現。 
 

 ② ≪特徴的な取組≫ 

   ・豆腐加工メーカーのニーズを踏まえ、品種転換や成分分析結果の提供等
によりメーカーとの関係を強化。 

  ・大学、機械メーカー、普及組織等と連携し、しわ粒低減や粒揃いの均
質化等、品質向上技術を確立。 

【地域農業の革新等のための新技術・新品種・新手法などの導入・普及体制の強化】  

２ 発見した現場の宝 

 【実需者と協働し、求められる高品質な大豆を安定供給するサイクルを構築】 

 ・加工適性の高い大豆を確保するため、実需者側で品質に一定の目標水準を設定。 

 ・これに応えて、産地が品種の転換や粒揃いの均質化等、品質向上に向けた取組を実施。 

 ・その上で実需者との契約により安定的に必要な量を供給し、強固な取引関係を構築。 
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直売、加工等に取り組む大規模稲作経営（Ａ農場）茨城県Ｂ市 

１ 概要 

 ① ≪概要・データ≫ 

  ・経営面積は、水稲のみで88ha（うち借地80ha）。10年間で約４倍に拡大。 

 ・田植機、コンバイン１台という最低限の機械装備で作業。 

 ・役員２名、従業員14名（生産10名、加工４名）、パート１名（加工） 

 ② ≪特徴的な取組≫ 

 ・普及組織と連携し、多様な品種や直播栽培の導入により作期を分散   
（収穫は約２ヶ月間）。 

 ・ＩＴ技術を活用して多様な品種や栽培方法のほ場を管理。 

 ・有機栽培、特別栽培の取組や、米粉を使用したスイーツの製造・販売。 

 ・生産量の８～９割が、スーパー、直売所、ネット販売等による直売。 

 

【米の品目別の取組、生産性向上・競争力強化】         

２ 発見した現場の宝 

【多様な品揃えによる販売力のある大規模稲作経営】 

 ・100ha規模で、省力技術と作期分散による機械の効率的利用によりコスト低減を実践。 

 ・品種や栽培方法の異なる幅広い品揃えと販売チャネルをもとに販売力を強化。 

 ・実需ニーズに合った多様な品種や規格の米を一定のロットで生産できる体制が必要。 
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そばを活用した地域振興（大分県Ａ市）  

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・ そばの産地化を図るため、市内の集落営農組織（19組織（H20時点））で構成す

る生産組合を設立（H15）。 
  ・ 生産・加工・販売を一体的に行い経営の安定化や６次産業化に取り組む。 
  ・ 加工・販売部門強化のため、生産組合の出資により株式会社を設立（H20)。  
  ・ 栽培面積：42.3ha（H15）→ 211.5ha（H24年）（5倍） 
 

 ② ≪特徴的な取組≫ 
  ・ 各集落営農組織が生産したそばについて、株式会社による一定額での全量買取や

無農薬栽培によるコスト削減により収益性を向上。 
  ・  需要拡大のため、夏場の需要期における新そばの提供を可能とする春まきそばの

新品種「春のいぶき」を導入。 
   ・ そばの地元定着化と地産地消を図るため、「そば祭り」、「そば打ち職人養成講

座」、「そば打ち体験」の開催や手打ちそば認定店を設定。 

＜そば祭り＞ 

【農業の生産性向上・競争力強化】   

＜手打ちそば認定店＞ 

２ 発見した現場の宝 
  ・ 生産から販売までを一体的に行うことにより、収益性向上及びブランド化を実現。 
  ・ 台風等により単収が低下しているため、単収の高位安定化が課題。 
  ・ 株式会社での生産能力は、そばの実で240kg～300kg/日。石臼でひくそば粉で

60kg/日。さらなる処理能力拡大のために施設整備を検討。 
  ・ 生産量が地域内流通には多く、全国流通には少ない生産地としての位置づけが 
   今後の検討課題。 
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作業受委託による生産性向上（鹿児島県Ａ市） 

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 

・ 高齢農家等の農作業の支援等を目的に、平成７年に市町等関係組織が一体と
なって農業公社を設立。 

・ 農作業の受委託事業（県内の２地区を対象に、公社自ら作業を受託実施すると 
 ともに、６つの受託組織に作業を再委託）、農地保有合理化事業を実施。 
 

 ② ≪特徴的な取組≫ 
  ・ 農作業受託の一元的窓口として、さとうきびの植付、管理、ハーベスタによる

機械収穫、でん粉原料用かんしょの収穫、水稲の収穫等幅広い品目・作業を受
託・再委託。また、耕畜連携の受託作業による資源の循環を促進。 

・ 作付基準等を設定（一定要件を満たす場合のみ受託）し、作業効率向上を実現。 
・ 近年は、公社直営による作業受託の規模は維持・縮小する一方、生産者による 
 受託集団への再委託の拡大を進めており、地域農業のマネジメント機関として機
能。 

・ 今後、新規就農者や受託集団構成者が様々な作業経験を積む場としても機能し
ていく予定。  

２ 発見した現場の宝 
・ 市町等関係機関と連携した公社中心の受委託システムが機能。 
・ 他の受託組織との連携や再委託の拡大、機械施設等の保守・管理の徹底等を通じ、 
 第３セクターが、効率的組織、受託集団育成組織等として機能。 

〈さとうきびほ場〉 

【農業の生産性向上・競争力強化】 

〈さとうきび収穫〉 
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地域をけん引するさとうきび農家（沖縄県Ａ市） 

１ 概要 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・ 生産者団体の長でもあり、地域のリーダーとして活躍。  
  ・ さとうきび栽培年数は約40年。製糖会社を定年退職後、約400aの 
   規模でさとうきび専作経営を行う。 
  ・ 平成21年産平均単収は11,366kg/10a（地区平均：7,668kg/10a） 
  
② ≪特徴的な取組≫  
  ・ 緑肥（下大豆）の利用による環境に配慮した土づくりに取り組むことによ

り、化学肥料の軽減を図り、環境に配慮した農業を実施 
  ・ さとうきび害虫であるハリガネムシの防除を先進的に実施し、メイチュウ

等の防除を適期に実施。 
  ・ 地域の収穫作業を受託する組織を設立し、ハーベスタを導入。 

２ 発見した現場の宝 
 ・ 今後も引き続き、緑肥等による土づくりや肥培管理を徹底し、さとうきび

の品質向上及び単収アップを図るとともに、地域のリーダーとして農家の見
本となっている。 

  
 
 

【農業の生産性向上・競争力強化】  

〈さとうきびほ場〉 

〈緑肥（下大豆）〉 
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山口型放牧による耕作放棄地の解消と集落の活性化 山口県Ａ市 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

１ 概要  
① ≪概要・データ≫  
・耕作放棄地への放牧面積が、19年度の2.2ha(10頭)から23年度の14ha(20頭)に急増。 
 
・当事例が起爆剤となり、近隣集落でも山口型放牧が浸透。例えば、非農家からの 
 参入者で、山口型放牧の放牧牛貸出制度(レンタカウ)の積極的活用により、繁殖 
 牛40頭規模(全国平均:11頭/戸)まで急拡大した事例有。 
  
② ≪特徴的な取組≫  
・省力・低コストの山口型放牧により、雑草が繁茂していた耕作放棄地は見事に景 
 観を回復。農地の再生により、耕作を中断していた耕種農家側も耕作再開の動き。 
 
・24年12月に取組を永続化するため農事組合法人を設立。今後は、更なる面積・放 
 牧頭数の拡大、肥育部門の拡充、長期間貯蔵可能なサイレージの生産等を計画。 

２ 発見した現場の宝 
 
  ・山口県畜試が、「いつでも、どこでも、だれでもできる」をモットーに写真主体の農家普及用マニュアルを作成
し、行政（県の普及組織）と一体となって普及。 

 
  ・水田地帯（≒畜産ゼロ地帯）における耕種農家側の理解醸成が課題。このため、 先行的に理解を得た耕作
放棄地での放牧を実証事例として段階的に面積を拡大。  

 
  ・耕作中断により疎遠になっていた集落も山口型放牧という共通項により再び活性化。 
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１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
  ・Ｂグループ企業内外約180箇所で発生する食品残さを飼料化施設で処理し、 
   養豚用のリキッド飼料を製造。食品残さ30t/日を受け入れ。 
    
  ・飼料供給農家16戸（神奈川県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、長野県）  
  
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
  ・高付加価値の豚肉生産も目的とし、生産した豚肉をグループ内外で販売する 
   という地域循環畜産の「環」を構築。 

２ 発見した現場の宝 
 
 ・農家の飼料コストは、配合飼料のみの給与に比べて約５割低減。 
 
 ・発酵リキッド飼料で育てた豚は、疾病の発生が少なくなり、薬剤を投与する機

会が減少し、健康に育った豚をブランド肉「優とん」として販売。 
 
 ・学校給食残さも活用し、生産した豚肉を学校給食として提供する取組の実施に

より、食育の推進にも貢献。 
 
 ・食品残さに異物が混入することのないよう、食品残さの排出者に分別を徹底さ

せることが課題。 

食品残さの飼料利用（リキッドフィード）神奈川県Ａ市 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】 
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飲むミルクから、食べるチーズへ 北海道Ａ町 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 ・農事組合法人Ｂ牧場による自家産生乳を活用したチーズの製造販売。 
 ・冬期以外は放牧による飼養。放牧地は37ｈａ。 
 ・併設している交流センターで、チーズやチーズ料理などの飲食をはじめ、販

売・展示、チーズづくりなどの体験も可能。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 ・「飲むミルクから、食べるチーズへ」のスローガンを掲げ、１５種類以上の

チーズを生産。北海道をはじめ、全国各地でも販売されており、インターネット
を通じた販売も行っている。 

 ・日本古来の炭を使う環境改善技術により、生きものにとっての最適な環境づく
りを行う。また、薬品を使わない環境コントロール技術により、臭い、ハエの無
い畜産を実現し、搾った乳を自然流下でチーズ工房へ入れる。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 ・６次産業化によるチーズの製造販売と全国展開。 
 ・生産したチーズを動産担保にした融資を公庫から受けている。牛等の家畜を担

保にした動産担保融資（ABL）が増えつつある中で、日本でも畜産物を担保に
した融資が可能であることを証明。 

 ・本牧場は、集団生活や農作業等を通じて、様々な理由で家庭生活や社会生活が
困難な人と共に働く場を作り、社会貢献に寄与。 
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地域の連携による競争力強化 新潟県Ａ市 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・Ｂファーム（酪農経営）と、連携するＣ（ジェラート加工販売）やＤ（稲作法

人）による６次産業化と耕畜連携。 
 
 ・Ｂファームは、経産牛65頭、育成牛15頭。Ｄと耕畜連携して、地元の粗飼料

（ＷＣＳ、デントコーン）を活用。 
 
 ・酪農教育ファームとして、小学校等の乳搾りやジェラート加工体験等を実施。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・Ｂファームの生乳（低温殺菌）をＣが使用しジェラート、チーズを製造。地元

の旬の食材を使用し、季節に応じたジェラートを製造販売。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・地元法人との連携、直営店での地元産食材の活用、酪農教育ファームへの取組など、地域の連携・

つながりを意識した経営により、地域全体での活性化に取り組む。 
 
 ・Ｂファーム・セールス（販売部門）による、Ｂファームや連携先のＥ等に関するツイッターなどを

活用した情報発信による販売促進。 
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人工授精から肥育出荷までの完全一貫経営 長野県Ａ市 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・牧舎Ｂは、飼養頭数が繁殖雌牛７０頭、肥育牛１３０頭の完全一貫経営。労働

力は５名。 
 
 ・堆肥舎は仕切りがなく、切り返しによる堆肥生産を行い、地域の水田や高原野

菜に還元。稲わらは堆肥との交換と購入により、一年分を周辺地域から確保。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・人工授精から肥育出荷まで完全一貫経営を行っており、技術向上を図りつつ、

自ら生産した牛肉から製造された加工品を販売。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】 

２ 発見した現場の宝 
 
 ・信州プレミアム牛の生産農家。自家産黒毛和牛肉を100%使用した、オリジナル加工品（ビーフジャ

ーキー、ハンバーグ等）も販売。 
 
 ・Ｃ食堂（日替わりで様々な農家等がメニューを提供）に和牛ハンバーグなどのランチを提供するな

ど、各方面と積極的に連携。地域の活性化を図るため近隣の若手農家とも積極的に連携し、循環型
農業も目指す。 
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鉄道会社による農業参入と地域活性化 福岡県Ａ市 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
  ・Ｂたまごファームは、地域の鉄道会社の子会社として設立され、経営規模は 
   9,600羽。鶏舎は6棟（1,600羽/棟）。 
  ・平成24年2月から特色ある卵をブランド化し販売。年間の売り上げは約1億円

で、グループの農業事業全体の約4割を占める。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
  ・Ｂたまごファームの親会社である鉄道会社は、農業を応援し、地域の活力を

取り戻すことにより、鉄道利用者が増加し、本業の発展にもつながるとの発
想から農業に参入。 

  ・鶏への福祉を優先した余裕のある環境での飼育で、衛生管理、飼料、水にも 
こだわっていることから、通常の鶏卵の約３倍の価格で販売。 

  ・ＪＲ博多駅や羽田空港に直売所やレストランを設置し、親子丼等を提供。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】 

２ 発見した現場の宝 
 
  ・農業振興だけではなく、本業の振興や地域の振興を同時に実現する、新たな発想による異業種

の農業参入。 
 
  ・自ら販売も行うことにより、生産のこだわりに見合う高値での販売を実現。 
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酪農教育ファームを核とした地域交流 香川県Ａ町 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・有限会社Ｂ牧場は、常勤８名、非常勤８名の法人経営。飼養頭数は、経産牛 

２６０頭、肉用牛７２頭。 
 
 ・酪農教育ファームとして牧場を教育の場として開放し、地域の子供や一般消費

者を受け入れ（４,５００人／年）。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・交流宿舎施設（ログハウス）及び加工体験施設を整備し、ファームインも経営。 
 
 ・地元のいちご農家とのコラボによるジェラートの製造・販売を開始。 
  
 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・酪農教育ファームの取組や地元農家とのコラボによるジェラートの製造販売など、地域での連携

や交流に積極的に取り組む経営。 
 
 ・都府県では周辺に民家が隣接していることも多く、酪農教育ファームの取組や家畜ふん尿の適切

な処理など、周辺住民に対する酪農の理解醸成を工夫。 
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肉用牛から６次産業化 大分県Ａ町 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・Ｂ牧場は、肉用牛繁殖を基盤として農家レストランなどに取り組む。 
 
 ・家族労働力で４部門の多角経営を展開し、県内畜産経営でもトップクラスの実

績。 
 
 ・飼養頭数103頭の肉用牛部門は、母牛１頭当たりの所得率39.2％。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・放牧（放牧地45a）と高い粗飼料自給率（92.5％）により生産コストを低減。 
 
 ・牛を放牧する夏場の余剰労働力を利用して花きを栽培し、安定収入を得る。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・消費者と直接ふれあい、情報交換を行うため、自家生産農畜産物を届ける農

家レストランを営業。バーベキューやバター作り体験など様々なイベントを
企画し、消費者と交流を図るなど、農家が手作りで情報発信する場として積
極的に活用し、地域との交流にも努める。 
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地域の自給飼料を活用したＴＭＲセンター 熊本県Ａ市 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・株式会社Ｂは、平成１９年４月、Ｃ地区酪農家２０戸で設立。（現在は１９

戸）。 
 
 ・平成２０年３月、平成１９年度強い農業づくり交付金によりＴＭＲセンター

（バンカーサイロ８基（１基1,440m³）、自走式ミキサー２台、圧縮梱包機２台
（一般、non-GMO）等）整備。事業費２５９百万円（補助金１０９百万円）。 

 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・構成酪農家により品質のばらつきのあったサイレージを、ＴＭＲセンターに整

備した大型バンカーサイロで一括調整することにより高レベルで均質化。また、
高品質の混合飼料の供給を実施することにより生産性が向上。 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・構成員である酪農家の点在農地を株式会社Ｂが一元管理することにより、トウモロコシの播種、

収穫作業を集約的に行えるため、作業効率が飛躍的に向上し、産地の活性化に貢献。 
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飼料用米を活用した豚肉の加工・販売 岐阜県Ａ町 

１ 概要 
 
 ① ≪概要・データ≫ 
 
 ・養豚農家Ｂ牧場は、繁殖用成雌約70頭を飼養し、年間約1,200頭の肥育豚を出荷。 
 
 ・養豚業のほか、米や茶の栽培から生産した畜産物の加工（ハム、ソーセージ

等）まで実施。 
 
 ② ≪特徴的な取組≫ 
 
 ・豚肉の生産にはヨモギやビタミンＥを添加した飼料を給与し、肉の格付け
「中」以上をブランド化して地元農協等で販売。 

 
 ・自宅敷地内の加工場で学校、農協婦人部を対象にソーセージ作り教室を開催。 
 
 ・豚の飼料に飼料用米を利用し、現在、飼料の約６割に配合。飼料用米は、自ら

生産するとともに地域の生産物（地元の大豆を利用したきな粉）を活用し、自
家配合により利用。 

 
 

【畜産・酪農の取組】【農業の生産性向上・競争力強化】  

２ 発見した現場の宝 
 
 ・飼料用米等を活用した特色ある畜産物について、ブランド化や食料自給率への貢献のアピール等に

よる高付加価値化。 
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